
平成27年度新規事業予算及び廃止予定事業予算

一般財源 国県支出金 地方債 その他

1 政策推進室 地域交通改善対策事業

現在の町内の公共交通の現状を打開するため、平成2７年度も共通乗降場方式のデ
マンド交通の試行運転を再度実施する。平成26年度の試行運転の成果分析に基づ
き、ライフバスのルート再編等も踏まえ引続き検討していく。
【事業内容】
共通乗降場方式のデマンド交通の再試行運転

これまで自動車や自転車が利用できず、町内の移動に不便を感じて
いた住民の町内移動を容易にするとともに、町内全域に公共交通網
を張ることにより、町内の移動を活性化させ、町内移動がしやすい
町づくりが期待できる

26,852 14,817 11,364 3,453 0 0

2 政策推進室 ふるさと納税制度
三芳町を応援しようとする方々から広く寄附金を募り、当該寄付を行った者の当
町に対する思いを反映させ、特色あるまちづくりを行うことを目的とする。

寄附者は（１）子育てに関する事業（２）農業振興に関する事業
（３）公園・緑化に関する事業（４）文化芸術・教育に関する事業
（５）健康増進・福祉に関する事業（６）その他町長が必要と認め
る事業等、のいずれかに指定することができ、町は基金をまちづく
りに活用する。

315 275 275 0 0 0

3 政策推進室 藤久保拠点施設整備事業

【現状と課題】
昭和40年代からの人口増加に合わせ、多くの公共施設が建設されてきた。同時期
に老朽化を迎えることで、建替えや改修の更新時期が重なり、財政負担が集中
し、更新が果たせなくなることで施設の危険性が高まることが課題となってい
る。町では公共施設マネジメント基本計画を策定し、限られた財政の中で実現可
能となる健全な施設の更新サイクルを構築することとしている。そこで、更新サ
イクルに大きく影響する学校等の大規模施設を整備について、時間をかけて検討
を進めていく必要がある。

【事業内容】
　藤久保小学校は昭和40年代に建設され、老朽化が進んでいる。また立地する周
辺には公民館、図書館、児童館などの公共施設が建っており、効率的な整備を実
現するため、複合施設として学校を整備することを基本方針としている。
　平成27年度より複数年にわたり検討することとし、施設条件整理、住民参画に
よる地域拠点施設のイメージ形成、整備計画、基本設計、PFI検討等を経て、工事
着手という手順を想定している。
　平成27年度事務内容：関連施設状況整理、建設条件確認、住民検討組織構築

【事業に期待する効果】
　学校施設の地域拠点化を図ることで、周辺施設の更新も同時に実
現する。また、PFI等の官民連携の可能性を追求し、民間資金を活
用した整備手法により財政負担の集中を避け、長期間にわたる町の
すべての公共施設における更新費用の平準化を実現する。

2,499 0 0 0 0 0

4 秘書広報室 ふるさと民間大使 ふるさと民間大使により情報を発信
ふるさと民間大使を募り、ＦａｃｅｂｏｏｋやＬＩＮＥの活用によ
り町の魅力や情報を広く発信する。

100 0 0 0 0 0

5 自治安心課
防災行政無線固定系デジタル化移行整備事
業

【現状と課題】
東日本大震災をはじめ、近年大規模化する自然災害に備え、避難勧告等の
住民への情報伝達が喫緊の課題となっている。町では昭和55年以降、防
災行政無線（町内放送）を基本的な情報伝達ツールとして運用している
が、機器の老朽化に伴う不具合及び修繕部品の調達困難が危惧されてい
る。さらに、総務省からは電波関係法令に基づくデジタル化を求められて
いる（平成34年11月30日使用期限）。
全国自治体の固定系防災行政無線デジタル化率　約36％。
【事業内容】
庁舎内の親局（操作卓等）及び町内31か所の子局（屋外受信機等）のデ
ジタル機器入替え工事。総事業費約1億3,600万円。4年間の計画整備を
予定。経費を抑制するため、利用可能な物品（放送塔・スピーカ等）は継
続使用する。財源は、国交省の交付金「都市防災総合推進事業」（１／２
補助）を申請中。残り１／２は有利な地方債「緊急防災・減災事業債」等
を活用予定。

①総務省推奨規格となるため、国の災害情報政策に合致した
運用の最適化が期待できる。
②アナログ部品の生産終了に伴う保守管理・修繕上の課題が
クリアされるとともに、維持費の軽減が期待できる。
③今後の周辺機能の拡充で、被災現場の画像データ等の双方
向大容量通信も可能になる。

41,904 41,904 0 20,952 20,952 0

6 自治安心課 災害対策本部通信用PHS導入事業

【現状と課題】
　移動系の防災行政無線は、昭和55年より災害対策本部の職員間通信手
段として運用されてきたが、機器の老朽化に伴い修繕部品の調達が困難に
なってきており、さらには携帯無線機の通信性能が全町エリアをカバーで
きない問題も発生している。
　固定系の無線（町内放送）と同様にデジタル化が望まれるが、経費が高
額となること、低コストの新たな通信機器が開発途上にあること等を踏ま
え、当分の間、災害時に有利な「PHS電話」を導入し併用することで、避
難所担当職員と町役場本部の通信を安定確保しようとするもの。
※PHSは携帯電話等に比べ基地局を多く設置しているため、通話集中時に
もつながりやすく、電話会社の通信規制も受けにくい。

【事業内容】
主要な町災害対策本部員（総務・情報・救助担当等）のほか、避難所開設
担当、風雪水害対策担当などを対象に、計35台を導入する。通信料（毎
年）及び事務手数料（初年度）。機器レンタル料は無料。

休日・夜間の発災を想定した通信機能を確保することで、災
害対策本部設置時に、住民の救助・避難にかかわる部門の迅
速な初期行動が可能になる。

483 483 483 0 0 0

7 住民課 一般旅券の申請受理、交付事業
旅券の新規発給、記載事項の訂正、査証欄の増補などに係る申請書及び添
付書類等の審査受理及び交付等（平成27年10月から県より権限移譲の予
定）

住民の利便性の向上 1,285 1,285 685 600 0 0

8 観光産業課 みよし野菜6次産業創業塾
創業塾を目的別にアドバイザーを招いて開催し、人材の育成・支援を行
い、チャレンジ支援事業につなげる。

農産物を活用した加工品の研究開発や新たなビジネス展開 200 200 0 200 0 0

9 教育総務課 小学校エアコン設置事業

近年の気象の変化により学校における夏の暑さ対策が喫緊の課題となって
いる。現況では扇風機で対応しているが、学校環境の改善に向けて普通教
室等にエアコンの設置を進める。

【事業内容】

小学校空調設備設置工事監理業務委託    （　 8,003千円）
小学校空調設備設置工事　　　　　　　（322,940千円）
（工事費内訳）
　　三芳小学校　　　　72,930千円
　　藤久保小学校       102,950千円
　　上富小学校             38,120千円
　　唐沢小学校　　　　59,350千円
　　竹間沢小学校　　　49,590千円

学校環境の改善を図るべく、エアコンを普通教室棟に設置す
ることにより、学びやすい環境が整備される。

330,943 330,943 326,965 3,978 0 0

新規事業 （単位：千円）

事 業 名課　　名番号
【財源内訳】

H27年度予算要求額事業に期待する成果事業の活動内容 H27年度事業費



平成27年度新規事業予算及び廃止予定事業予算

一般財源 国県支出金 地方債 その他

1 住民課 国民健康保険保養所利用負担事業
埼玉県国民健康保険団体連合会が行う保養施設宿泊利用共同事業の当該保養施設
を保養所とし利用者に負担金を補助する。被保険者大人＠3,000円ｘ３泊、小人
＠1,500円ｘ３泊、それ以外の者＠3,000円ｘ1泊。

財政難を受け他市との均衡を図り、被保険者大人＠3,000円ｘ２
泊、小人＠1,500円ｘ２泊、それ以外の者を廃止。

3,500
（4,050）

3,500 3,500 0 0 0

2 福祉課 ぬくもり健康入浴事業
入浴施設を利用する高齢者に対し、その利用料金の一部を助成することにより、
高齢者の健康増進及び経済的負担を軽減するため、実施してきた。

ふじみ野市、三芳町環境センターから発生する熱エネルギーを利用
した余熱利用施設「エコパ」が開設し、「ふれあい、交流、健康増
進」をテーマに健康維持、増進に活用できることから、三芳町ぬく
もり健康入浴事業を廃止する。

6,999
（6,660）

0 0 0 0

3 福祉課 地域福祉バス利用助成事業
高齢者に対し、地域福祉バス利用料金の一部を助成することにより日常生活の利
便を図る。

バスが走っていない地域があることで、住民サービスとして不平等
であり、デマンド交通を実施する点からと、実際の使用割合が少な
いことから、廃止。

21,068
（14,095）

4,000 4,000 0 0 0

4 福祉課 敬老祝金支給事業
長寿を祝福し、家庭の平和と住民の福祉の向上に寄与する。
77歳1万円、88歳２万円、99歳３万円、１００歳5万円。

平均寿命が８０歳を超え、また、７５歳以上の方には敬老会が存在
するため、77歳を廃止。

2,753
（6,190）

0 0 0 0 0

5 環境課 生ごみ減量化促進事業 生ごみ処理機の購入補助による「生ごみ減量化及び再資源化の普及・啓発」
事業開始より１０年以上経過し、「生ごみ減量化及び再資源化の普
及・啓発」という役割を達成できたと判断し、廃止。

100
（100）

0 0 0 0 0

6 こども支援課 ひとり親家庭児童就学祝品支給事業
ひとり親で非課税世帯の子どもが小学校又は中学校入学時に祝品として5,000円
の商品券を贈呈。

学校教育課で行っている準要保護児童就学扶助費就学援助制度と重
複しているため廃止。

162
（150）

0 0 0 0 0

見直し内容
Ｈ２７年度予算要求額

（H26年度予算要求額）

廃止、見直し事業 （単位：千円）

H27年度事業費
【財源内訳】

番号 課　　名 事 業 名 事業の活動内容


